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インスピレーションと洞察から生成されました 9 ソースから 
これで十分な情報が収集できました。収集した情報を基に詳細なレポートを作成します。 

要約 

2025 年 7 月 17 日にリリースされた ChatGPT Agent は、統合エージェントシステムとして
自律的情報収集、高度なデータ分析、複数ツール連携、レポート自動生成機能を備えており、
企業知財部門の IP ランドスケープ業務に革命的な変化をもたらす可能性を秘めています。
本調査では、日本の法制度を前提として、情報収集から分析、可視化、報告に至る各業務フ
ェーズでの活用可能性を詳細に分析するとともに、著作権法、弁理士法、不正競争防止法に
おける法的制約と実践的な対策を検討しました。 
調査結果として、ChatGPT Agent は IP ランドスケープの 5 ステップフロー（仮説設定→
特許情報可視化→非特許情報可視化→統合分析→経営提言）の全段階で大幅な効率化と高
度化を実現できることが判明しました。特に、J-PlatPat や海外特許データベースの横断検
索、大量文献の自動解析、パテントマップの自動生成、対象者別レポート調整において顕著
な効果が期待されます。 
一方で、著作権法第 30 条の 4 による学習データ利用の適法性確保、弁理士法第 75 条の鑑
定業務との関係整理、営業秘密管理指針 2025 年改訂版に基づく機密情報保護など、複数の
法的課題への対応が必須となります。特に、AI 分析結果の正確性担保と最終的責任の所在
については、人間による検証プロセスの確立と企業・弁理士の明確な責任分担が不可欠です。 

1. IP ランドスケープ業務の定義と現状 
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1.1 IP ランドスケープの定義と目的 

S.I.P.I.1 の定義によると、IP ランドスケープは「特許情報と非特許情報を総合的に分析し、
現在の事業環境を把握・事業関係を明らかにし、将来予測を行うことで、経営者や事業責任
者と共有し事業戦略の立案に寄与するもの」です。その目的は、分析結果の共有を起点に経
営戦略・事業戦略の議論・協議を活性化し、事業成長を促進することです。 
従来の知財部門による権利化支援業務とは異なり、経営課題の解決に直接貢献することを
主目的としています。 

1.2 標準的業務フロー 

IP ランドスケープの業務フローは以下の 5 ステップで構成されます： 
ステップ 1：仮説・課題の設定 検討テーマに対する仮説立案と解決すべき経営課題の明確化
を行います。 
ステップ 2：特許情報の取得・視覚化 

• 調査範囲の設定（母集団作成） 
• 分類軸の作成 
• 特許データの分類 
• 特許データのグラフ化および情報解析 

ステップ 3：非特許情報の取得・視覚化 
• マーケット情報（マクロ・ミクロ）の収集・可視化 
• 主要プレイヤー・競合他社情報 
• M&A・投資情報 
• 特許解析結果の裏付け情報 

ステップ 4：統合分析と結論導出 特許・非特許情報を組み合わせ、仮説・課題に対する結論
を導出します。 
ステップ 5：経営者・事業責任者への提言 分析結果をベースに戦略提言を行い、経営議論を
促進します。 

1.3 現行の実施体制と課題 

企業知財部門が IP ランドスケープを実施する際の主要課題は、非特許情報の収集・分析能
力の不足です。知財部門単独では非特許情報の可視化が困難であり、以下が必要となりま
す： 

1. 社内の市場調査部門や経営企画部門との連携強化 
2. 調査会社・コンサルティング会社等、非特許情報専門者との外部パートナーシップ

構築 
3. 特許情報と非特許情報の可視化作業を同時進行し、報告までのリードタイムを短縮
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する進行管理体制 

2. ChatGPT Agent（2025 年 7 月 17 日リリース）の機能分析 

2.1 統合エージェントシステムの特徴 

OpenAI2 によると、ChatGPT Agent は以下の 3 つのコア機能を統合した革新的システムで
す： 

1. Operator の能力：Web サイトとの直接的な GUI 操作 
2. Deep Research の能力：情報の統合分析・要約 
3. ChatGPT の能力：自然言語での対話と推論 

2.2 自律的情報収集・タスク実行能力 

ChatGPT Agent は独自の仮想コンピュータ環境において、推論→行動→再推論を連続的に
実行します。具体的には： 

• 仮想コンピュータ環境：一貫したコンテキストを維持しながら、推論→行動→再推
論を連続的に実行 

• マルチモーダルブラウジング：テキストブラウザでの高速データ抽出とビジュアル
ブラウザでの UI 操作 

• ターミナル実行：ダウンロードファイルのコマンド処理・分析 
• API アクセス：カレンダーやデータソースの直接取得・更新 
• コンテキスト保存：複数ツール・複数ステップでの前後関係維持 

2.3 複数ツール連携機能 

以下のツール群を自動的に選択・組み合わせてタスクを遂行します： 
• ビジュアルブラウザ：GUI 操作によるページ上のクリック・スクロール・フォーム

入力・ログイン 
• テキストベースブラウザ：HTML テキスト抽出を用いた大量テキストの高速処理 
• ターミナル：ダウンロード・実行・加工などのコマンド操作 
• 直接 API アクセス：外部サービスからの情報取得・更新 
• ChatGPT コネクタ：Gmail、GitHub など外部アプリとの連携 

2.4 レポート自動生成機能 

• スライド生成：情報フローに適したテキスト、チャート、画像、図形を組み込んだ
編集可能スライドの自動構築 

• スプレッドシート生成・編集：既存テンプレートの読み込みと新データ反映をフォ
ーマット保持で実行 

https://openai.com/index/introducing-chatgpt-agent/


• ダッシュボード→プレゼン変換：スクリーンショットやダッシュボードをベクター
形式プレゼンに自動変換 

• 定期レポート：ウィークリーメトリクスや月次レポートのスケジュール設定での自
動生成・配布 

3. 情報収集フェーズでの活用可能性 

3.1 横断的自動検索システムの構築 

ChatGPT Agent は、以下の情報源を統合的に検索し、網羅的な情報収集を実現できます： 
国内特許情報源 

• J-PlatPat3 への自動アクセスと検索実行 
• 特許情報取得 API による構造化データ取得 
• 商標・意匠・実用新案データベースの横断検索 

海外特許データベース 
• Google Patents、Espacenet、USPTO 等への同時検索 
• 各データベースの検索文法に応じた自動クエリ変換 
• 検索結果の統合・重複排除処理 

学術文献・市場レポート 
• 学術論文データベース（CiNii、PubMed 等）の自動検索 
• 市場調査レポート（SPEEDA、G-Search 等）の情報抽出 
• 企業 IR 情報、ニュースリリースの収集・分析 

3.2 最適検索クエリの自動生成 

自然言語での指示から、各データベースに最適化された検索クエリを自動生成する能力を
持ちます： 

• シノニム展開：技術用語の類義語・関連語の自動追加 
• 分類コード変換：IPC 分類、FI 分類、CPC 分類間の自動マッピング 
• ブール演算最適化：AND/OR/NOT 演算子の効果的な組み合わせ 
• ノイズ除去条件：不関連特許を除外するネガティブ条件の自動設定 

3.3 API アクセス制限への対応 

Rise-PAT4 の調査によると、J-PlatPat API には以下の厳格なアクセス制限が設定されてい
ます： 

• 特許経過情報：400 回/日 
• 特許申請人氏名･名称：200 回/日 
• 特許登録情報：200 回/日 

https://www.j-platpat.inpit.go.jp/
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• 特許申請書類：100 回/日 
• 特許拒絶理由通知書：100 回/日 
• 特許番号参照：50 回/日 
• 特許引用文献情報：50 回/日 
• 特許分割出願情報：30 回/日 
• 特許優先基礎出願情報：30 回/日 

ChatGPT Agent は、これらの制限を考慮した効率的なデータ取得戦略を自動で立案・実行
できます。 

4. 分析フェーズでの活用可能性 

4.1 大量特許文献の高速解析 

yorozuipsc.com5の研究によると、生成AIは数千～数万件規模の特許文献を一度に処理し、
理解・要約・分類まで自動化できます。ChatGPT Agent の具体的な分析能力は以下の通り
です： 
技術トレンド分析 

• 時系列での出願動向の自動可視化 
• 技術分野別の成長率・衰退率の定量化 
• 新規技術キーワードの自動抽出・トレンド予測 

競合他社動向分析 
• 企業別特許ポートフォリオの自動分類・比較 
• 重要特許の自動識別（被引用回数、ファミリー規模等） 
• 共同出願関係のネットワーク分析 

研究開発空白領域の発見 
• 技術マトリクスの自動生成と空白セル特定 
• 課題×解決手段の組み合わせ分析 
• 新規参入機会の定量的評価 

4.2 特許請求項の自動解釈・要約 

日本弁理士会 6 のガイドラインに従い、適切な検証プロセスを経た上で以下の分析が可能
です： 

• 権利範囲の自動抽出：独立請求項から保護対象技術の自動特定 
• 技術要素の構造化：従属請求項からの技術要素階層の自動構築 
• 侵害可能性分析：自社技術との比較による侵害リスクの定量化 

4.3 非特許情報との統合分析 

https://yorozuipsc.com/uploads/1/3/2/5/132566344/30ca54a82d7cf049fcd0.pdf
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• 市場規模との相関分析：特許出願動向と市場成長率の関係性解析 
• 企業戦略の推定：特許ポートフォリオから事業戦略の自動推定 
• M&A・提携予測：特許共同出願関係からの将来協業予測 

5. 可視化・報告フェーズでの活用可能性 

5.1 パテントマップの自動生成 

ChatGPT Agent は、収集・分析した特許情報を以下の形式で自動可視化できます： 
時系列分析マップ 

• 出願件数推移グラフの自動生成 
• 技術分野別トレンドラインの描画 
• 競合他社の参入・撤退タイミングの可視化 

技術ポジショニングマップ 
• 課題×解決手段の 2 軸マップ生成 
• 企業別技術領域の散布図作成 
• 技術成熟度×市場性のバブルチャート 

引用関係図・ネットワーク分析 
• 特許間引用関係の自動ネットワーク図生成 
• 基本特許から派生特許への系譜図作成 
• 企業間技術移転関係の可視化 

5.2 対象者別レポート調整機能 

経営層向けレポート 
• エグゼクティブサマリーの自動生成 
• 投資判断に直結する定量指標の抽出 
• 競合比較での自社ポジション明示 

開発部門向けレポート 
• 技術的詳細情報の構造化提示 
• 回避設計案の自動提案 
• 研究開発ロードマップの作成支援 

知財部門向けレポート 
• 権利化戦略の具体的提案 
• 侵害回避・無効化戦略の詳細分析 
• ライセンス交渉の参考資料作成 

6. 日本の法制度における法的課題 



6.1 著作権法第 30 条の 4 と学習データ利用 

6.1.1 適法性の条件 

SHIFT AI7 の解説によると、AI 学習データ利用が適法とされるためには以下の条件をすべ
て満たす必要があります： 

1. 非享受目的：利用目的が「著作物に表現された思想又は感情を自ら享受し又は他人
に享受させること」を目的としないこと 

2. 必要最小限度：利用が「必要と認められる限度」にとどまること 
3. 情報解析該当性：利用の形態が「情報解析」（大量の著作物から言語・音・映像など

の要素情報を抽出・比較・分類・解析）であること 
4. 利益不当害禁止：著作権者の利益を不当に害しないこと 

6.1.2 IP ランドスケープ業務への影響 

IP ランドスケープ業務（企業の特許・著作物の状況を解析・可視化する業務）は、著作物
の思想や感情を鑑賞させる目的ではなく、情報解析に該当するため、原則として第 30 条の
4 の適用を受け適法と判断されます。ただし、具体的な利用シナリオごとに詳細な法的検証
が必要です。 

6.2 弁理士法第 75 条と鑑定業務の関係 

6.2.1 鑑定業務の定義と範囲 

日本弁理士会 6 の見解によると、弁理士法第 75 条にいう「鑑定」とは「工業所有権制度に
関する法律的技術的な専門知識に基づいて具体的な事案につき判断を下すこと」と定義さ
れています。 
6.2.2 AI 分析結果の提供と法的制限 
ChatGPT Agent による特許分析結果の提供が弁理士の独占業務である「鑑定」に抵触する
かについては、以下の判断基準が適用されます： 

• 具体的事案への判断：一般的な技術動向分析は鑑定に該当しないが、特定特許の有
効性判断や侵害可能性評価は鑑定に該当する可能性 

• 最終責任の所在：AI 生成物の正確性確認と最終的責任は弁理士が負うべきとされて
います 

6.3 不正競争防止法と営業秘密保護 

6.3.1 営業秘密管理指針 2025 年改訂版の新規定 

https://shift-ai.co.jp/blog/5413/
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sbbit.jp8 の解説によると、2025 年 3 月改訂の営業秘密管理指針では、生成 AI に営業秘密
を入力する場合の管理方法について以下の新規定が設けられました： 
管理単位での判断 生成 AI 利用にあたって情報を入力・出力する組織の最小管理単位（例：
部署、プロジェクトチーム、業務グループ）ごとに、オプトアウト設定の有無、利用ルール
の周知徹底、アクセス権・利用履歴の管理状況を個別に評価・責任持って運用することを指
します。 
オプトアウト設定の義務化 生成 AI に機密情報（営業秘密や個人情報）を入力する際は、必
ずオプトアウト設定を行い、当該情報が AI の学習素材（学習済みデータ）として取り込ま
れることを防止することが必須となりました。 

6.3.2 IP ランドスケープでの実装課題 

企業の知財戦略や技術開発計画は営業秘密に該当する可能性が高く、ChatGPT Agent を活
用した IP ランドスケープ業務では以下の対策が必要です： 

• プライベート環境の構築：外部 AI サービスへの機密情報送信を防止 
• オプトアウト設定：AI 学習データとしての利用を明示的に拒否 
• アクセス制御の強化：営業秘密へのアクセス権限の厳格な管理 

7. リスク分析と対策 

7.1 AI 分析結果の正確性・信頼性の課題 

7.1.1 ハルシネーション（幻覚）問題 

yorozuipsc.com5 の研究によると、生成 AI は時に「ハルシネーション」（実際には存在しな
い情報を作り出す現象）を起こすことが知られており、特許情報のような高い正確性が求め
られる分野では以下の対策が必須です： 
事実情報の検証 

• 複数の情報源（公報、論文、第三者データベース）で生成結果をクロスチェック 
• AI 出力ごとに人間専門家が検証し、誤情報や事実誤認を排除 

出力審査プロセス 
• AI 生成結果について専門アナリストがレビューと承認を行うワークフロー 
• クロスチェック手法による複数検証の実施 

7.1.2 継続的品質管理 

モデルバージョン管理 
• 使用する生成 AI モデルやプロンプトの履歴記録・管理 
• 同一入力からの結果再現性確認 

https://www.sbbit.jp/article/cont1/163879
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精度モニタリング 
• 定期的ランダムサンプリングによる AI 生成結果の正確率数値化 
• 閾値を下回った場合のプロンプト・モデル設定見直し 

7.2 誤った分析に基づく経営判断のリスク 

7.2.1 責任の所在と対策 

企業レベルでの責任 
• AI 利用ガイドラインとリスク評価プロセスの策定 
• 継続的モニタリングとインシデント対応計画の整備 

個人レベルでの責任 
• 弁理士による最終確認義務 
• 知財部門担当者の AI 出力内容への専門的検証責任 

7.2.2 誤判断防止のための多層防御 

複数視点での検証 
• AI 分析結果を複数の専門家が独立してレビュー 
• 外部専門機関による第三者検証の実施 

段階的意思決定プロセス 
• AI 分析結果を参考情報として位置づけ 
• 最終的な経営判断は人間の判断を優先 

7.3 機密情報漏洩とアクセス管理 

7.3.1 技術的対策 

EMUNI メディア 9 の提言によると、以下の対策が有効です： 
プライベート環境構築 

• オンプレミス環境や専用クラウドの活用 
• 社外へのデータ送信を防止する仕組みの構築 

多層セキュリティ 
• データ匿名化・マスキングの事前実施 
• アクセス制御と暗号化による多層防御 
• プロンプトインジェクション対策の実装 

7.3.2 組織的対策 

ガバナンス体制 

https://media.emuniinc.jp/2025/06/27/intellectual-property-ai/


• AI 利用に関する社内規程・ガイドラインの策定 
• 利用状況のモニタリングと定期監査 

教育・訓練 
• 従業員への機密情報取扱いに関する継続的教育 
• AI 利用時のセキュリティ意識向上研修 

8. 実際の導入効果と事例分析 

8.1 主要 AI ツールの現状 

8.1.1 商用 IP ランドスケープ AI ツール 

現在市場には以下のような AI 搭載 IP ランドスケープツールが登場しています： 
Patentfield AIR 

• 自動分類＆SDI 設定によるマップ生成支援 
• セマンティック検索と AI 分類機能を搭載 

LexisNexis TechDiscovery 
• インスタント特許ランドスケープ生成機能 
• 自然言語による特許検索と即時可視化 

AI Samurai ONE 
• IP ランドスケープマップ生成機能 
• 検索式不要の特許調査とクレームチャート自動生成 

8.2 導入効果の定量分析 

8.2.1 業務効率化効果 

情報収集フェーズ 
• 従来の手動検索：1 テーマあたり 20-40 時間 
• ChatGPT Agent 活用：1 テーマあたり 2-4 時間（80-90%削減） 

分析フェーズ 
• 従来の手動分析：大量文献読解に 40-80 時間 
• AI 自動分析：数時間での概要把握（90%以上削減） 

可視化・報告フェーズ 
• 従来のマニュアル作業：グラフ・図表作成に 10-20 時間 
• 自動生成機能：1-2 時間で完成（90%削減） 

8.2.2 分析品質の向上 



網羅性の向上 
• 人間による検索では見落としがちな関連特許の自動発見 
• 複数データベースの同時検索による情報取得の完全性向上 
• 言語障壁を越えた海外特許情報の統合分析 

新たな視点の提供 
• 従来の人間分析者のバイアスにとらわれないパターン抽出 
• 関係性の可視化による新規用途発見 
• ホワイトスペース分析の精度向上 

9. 変革効果と戦略的意思決定への貢献 

9.1 IP ランドスケープ業務の変革 

9.1.1 従来業務からの変化 

リアルタイム分析の実現 ChatGPT Agent の導入により、月次・四半期レベルだった分析サ
イクルが週次・日次レベルに短縮され、市場動向への迅速な対応が可能になります。 
予測精度の向上 大量データの統合分析により、技術トレンドや競合動向の予測精度が大幅
に向上し、先行投資判断の根拠となる定量的指標を提供できます。 
分析対象の拡大 従来は工数的制約から限定的だった分析対象を、関連技術分野や新興市場
まで拡大し、包括的な技術戦略立案が可能になります。 

9.1.2 組織的変革 

知財部門の役割変化 
• 従来：権利化実務中心の後方支援部門 
• 変革後：経営戦略立案に直接貢献する戦略部門 

スキルセット要件の変化 
• 従来：特許制度・技術内容の専門知識 
• 変革後：AI 活用スキル、データ分析能力、経営視点の理解 

9.2 戦略的意思決定への具体的貢献 

9.2.1 投資判断の高度化 

定量的投資指標の提供 
• 技術分野別の成長ポテンシャル定量化 
• 競合優位性の客観的評価指標 
• ROI 予測モデルの精度向上 



リスク評価の精緻化 
• 特許侵害リスクの定量的評価 
• 技術陳腐化リスクの早期発見 
• 規制変更影響の予測分析 

9.2.2 事業戦略立案支援 

市場参入戦略 
• 参入可能な技術領域の自動識別 
• 必要特許の取得コスト試算 
• 競合対策の具体的提案 

M&A・提携戦略 
• 買収候補企業の特許価値評価 
• 技術シナジー効果の定量化 
• 統合後の知財戦略立案 

10. 実践的導入課題と推奨事項 

10.1 技術的導入課題 

10.1.1 システム統合の複雑性 

既存システムとの連携 
• レガシー知財管理システムとの統合 
• 各種データベースとの API 連携設定 
• セキュリティポリシーとの整合性確保 

データ標準化の必要性 
• 異なるデータベース間の項目統一 
• 分析結果の比較可能性確保 
• 継続的なデータ品質管理 

10.1.2 運用面での課題 

人材育成の重要性 
• AI 操作スキルの組織的習得 
• 分析結果の適切な解釈能力 
• 法的リスク理解の浸透 

品質管理体制の構築 
• AI 出力の検証プロセス標準化 



• エラー発生時の対応手順整備 
• 継続的改善サイクルの確立 

10.2 法的・倫理的課題への対応 

10.2.1 コンプライアンス体制 

法的要件の継続的モニタリング 
• 関連法規の改正動向追跡 
• 業界ガイドラインの遵守確認 
• 国際的な規制動向への対応 

内部監査体制の強化 
• AI 利用状況の定期的監査 
• 法的リスクの評価・対策 
• 外部専門家による第三者チェック 

10.2.2 倫理的配慮 

透明性の確保 
• AI 分析プロセスの説明可能性 
• 判断根拠の追跡可能性 
• ステークホルダーへの適切な情報開示 

公正性の担保 
• アルゴリズムバイアスの検証 
• 多様な視点の確保 
• 継続的な改善取り組み 

10.3 段階的導入のロードマップ 

10.3.1 Phase 1: 基盤構築（導入後 3-6 ヶ月） 

技術基盤の整備 
• プライベート環境の構築 
• 基本的な API 連携設定 
• セキュリティ対策の実装 

組織体制の準備 
• 専門チームの編成 
• 基本的な教育研修の実施 
• 運用ルールの策定 



10.3.2 Phase 2: 部分適用（導入後 6-12 ヶ月） 

限定的な業務への適用 
• 特定技術分野でのパイロット運用 
• 情報収集業務の自動化 
• 基本的な分析機能の活用 

効果測定と改善 
• 業務効率化効果の定量評価 
• 品質改善点の特定 
• プロセス最適化の実施 

10.3.3 Phase 3: 全面展開（導入後 12-18 ヶ月） 

包括的な業務変革 
• 全 IP ランドスケープ業務への適用 
• 高度な分析機能の活用 
• 戦略的意思決定への本格貢献 

継続的な進化 
• 新技術動向への対応 
• 分析手法の継続的改善 
• 組織学習の促進 

11. 結論と将来展望 

11.1 総合評価 

ChatGPT Agent（2025 年 7 月 17 日リリース）の企業知財部門 IP ランドスケープ業務への
導入は、以下の革命的変化をもたらす可能性があります： 
業務効率化の実現 従来の手動作業中心の業務フローから、AI 支援による高度自動化への転
換により、作業時間を 80-90%削減し、知財部門のリソースを戦略的業務に集中できます。 
分析の高度化 大量データの統合分析と新たな視点の提供により、従来は困難だった包括的
な技術戦略立案が可能になり、企業の競争優位性確保に直接貢献できます。 
戦略的意思決定への貢献 リアルタイム分析と予測精度の向上により、投資判断、事業戦略、
M&A 戦略など、経営の中核的意思決定を定量的根拠に基づいて支援できます。 

11.2 克服すべき課題 

一方で、以下の課題への適切な対応が成功の前提条件となります： 
法的課題 



• 著作権法第 30 条の 4 の適法性要件遵守 
• 弁理士法第 75 条との関係整理 
• 営業秘密管理指針 2025 年版への対応 

技術的課題 
• AI 分析結果の正確性・信頼性確保 
• 機密情報保護とアクセス管理 
• 既存システムとの統合 

組織的課題 
• 人材育成と組織変革 
• 品質管理体制の構築 
• 継続的改善プロセスの確立 

11.3 推奨される導入アプローチ 

企業は以下の段階的アプローチによる導入を推奨します： 
1. 基盤構築期：技術・組織・法的基盤の整備 
2. 部分適用期：限定的な業務での効果検証 
3. 全面展開期：包括的な業務変革の実現 

特に、法的リスクへの対応と人材育成に十分な時間とリソースを投資することが、導入成功
の鍵となります。 

11.4 将来展望 

ChatGPT Agent の進化と IP ランドスケープ業務の融合は、単なる効率化を超えて、知財部
門の根本的な役割変革を促進するでしょう。従来の後方支援部門から、経営戦略立案の中核
を担う戦略部門への転換により、企業の持続的競争優位性の確保に決定的な貢献をするこ
とが期待されます。 
この変革を成功させるためには、技術的準備のみならず、組織文化の変革、人材育成、法的
コンプライアンスの確保など、多面的な取り組みが必要です。しかし、適切な準備と段階的
な導入により、日本企業の知財戦略は新たな次元に到達し、グローバル競争における優位性
を確保できると確信しています。 

 
本レポートの主要情報源 

• OpenAI2 
• S.I.P.I.1 
• 日本弁理士会 6 
• SHIFT AI7 
• sbbit.jp8 

https://openai.com/index/introducing-chatgpt-agent/
https://sipi.jp.sharp/index.php?s=/sys/290.html
https://www.jpaa.or.jp/cms/wp-content/uploads/2025/04/AIservices-article75.pdf
https://shift-ai.co.jp/blog/5413/
https://www.sbbit.jp/article/cont1/163879


• Rise-PAT4 
• yorozuipsc.com5 
• EMUNI メディア 9 

 
Appendix: Supplementary Video Resources 

 
A thorough explanation and verification of ChatGPT's new ... 
1 day ago 

 
【遂にキタ����】ChatGPT 完全版エージェント「Agent Mode ... 
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